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新 短 期 経 済 予 測 モ デ ル 
 

暫定版（昭和53年12月15日） 
 
 

は じ め に 
この新短期経済予測モデルの暫定版（昭和53年12月15日）は，53年夏発表の新SNAに基づく国
民所得統計の改訂に伴って，それまでの短期経済予測モデルSP－18の再推計を行ったものであ
る。暫定版のため未発表であったが，参考に附するためここに発表することにした。 

馬場 孝一・新保 生二・加藤 裕己 
大平 純彦・前田 大蔵・新居 玄武 

 
I 新短期経済予測モデル方程式体系 

(1) 構造方程式 
 推定期間：昭和41年度から昭和51年度（44・四半期） 
      （ただし，デフレータ関係については昭和42年度から昭和51年度） 
 推 定 法：直接最小自乗法（OLS） 
 構造方程式における記号は以下の通り。 
  R 2 ：自由度修正済決定係数 
  s ：標準誤差 
  d ：ダービン・ワトソン比 
  （ ）内 t値 
  ∆X＝X－X －1 

   

(1) 民間最終消費支出 

 

55.107.433998.0
)2.12(

714960.0

100
)61.5(

530793.0)100/(
)43.5(

226295.0
)4.31(

09.1196

2

1

1

＝＝＝

＋

－＋＝

－

－

dsR

C
PC
YD

PC
ΔPCPCYDC ⎟

⎠
⎞⎜

⎝
⎛ ×××

 

(2) 家計飲食費支出 

 

22.101.0997.0
)80.3(

329027.0)100/(
)47.4(

444528.0
)82.7(

574589.0
)33.6(

37093.2

2

1

＝＝＝

＋－＋＝ －

dsR

lnCFPCPCFlnlnClnCF ×
 

(3) 民間住宅投資 
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(4) 民間企業設備投資 

  

(5) 民間在庫投資 

 

75.12.588586.0

)/(
)10.4(
9.18741

)50.6(
567028.0

)86.5(
146459.0

)85.3(
3.17201

2

1121

＝＝＝

＋－＋＝－ －－－－

dsR

PJPJKJPVJP
 

(6) 財貨輸出 

  

(7) 財貨輸入 

 

58.07.296978.0

)(
)35.43(

939290.0
)07.1(

957.170

2 ＝＝＝

＋＋＋＝－

dsR

MCMMCFMCRMC
 

(8) 原燃料通関輸入 

  

(9) 食料品通関輸入 

 
09.2082.0936.0

)42.6(
722062.0

)23.2(
432095.0

)90.1(
18832.2

2

1

＝＝＝

＋＋＝－ －

dsR

lnMCFlnCFlnMCF
 

(10) 加工製品通関輸入 
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(11) 名目サービス輸入・海外への要素所得 

 
22.20.110994.0

O´
)46.6(

498254.0´
)54.3(

00735703.0´
)30.5(

0784678.0
)18.3(

736.216´

2

1

＝＝＝

＋＋＋＝－ －

dsR

MVMCMO
 

(12) 民間最終消費支出デフレータ 

  

(13) 政府最終消費支出デフレータ 

  

(14) 民間住宅投資デフレータ 

  

(15) 民間企業設備投資デフレータ 

 

75.0011.0996.0
)95.1(

181259.0)(
)67.4(

0369348.0
)76.8(

706084.0
)13.2(

154943.0

2

1

＝＝＝

＋＋＋＋＝ －

dsR

lnPIIGIPlnlnPJlnPI
 

(16) 公的固定資本形成デフレータ 

 
32.1008.0999.0

)76.2(
145746.0

)52.11(
118843.0

)67.15(
864166.0

)93.8(
587563.0

2

1

＝＝＝

＋＋＋＝－ －

dsR

lnPIGlnWlnPIlnPIG
 

(17) 民間在庫デフレータ 

  

(18) 財貨輸出デフレータ 
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(19) サービス輸出・海外からの要素所得デフレータ 

 

45.127.2991.0

452
)71.2(

2288.12

451
)99.11(

3040.28
)63.3(

464156.0
)82.2(

128850.0
)48.3(

207709.0
)76.2(

6865.19

2

1

＝＝＝

－

＋＋＋＋＝ －

dsR

D

DPEOWPJPEO

 

(20) 鉱工業生産指数 

  

(21) 稼働率指数 

  

(22) 男子労働力人口 

  

(23) 女子労働力率 

  

(24) 失業者数 

 

16.2702.3955.0
)45.6(

593403.0
)00.4(

158245.0
)83.2(

8758.87
)85.1(
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1
1
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⎝
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(25) 男子雇用者数 

  

(26) 女子雇用者数 

 

03.2011.0979.0
)33.3(

475311.0)2/)((
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2/
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)68.3(
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2
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0.849581)2)((
(3.78)

0.0409053

2
(1.47)

0.0142068＋
(4.37)

0.708617

2

111

11

1

1

1

...

/

/

＝＝＝

＋＋＋

＋
＋

－
＝

－－－

－－

－

－

－

dsR

lnLWMVVln

HOM
HOMHOM

HOM
HOMHOMlnLWM

⎟
⎟

⎠

⎞

⎜
⎜

⎝

⎛
⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛

88154489960
(5.15)

0.637604
(2.37)

11.8575
(2.81)

0.277391
(2.16)

66.6598

2

1

... ＝＝＝

＋＋＋＝ －

dsR

NLMVANMNLM
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(27) 総実労働時間指数 

 

29.2011.0922.0

2/)((
)35.4(

0105202.0

)74.8(
765654.0

)30.2(
0316915.0

)68.2(
64939.2

2

11
1

1
11

1

＝＝＝

－＋－＋

＋＋＝

－－

－

－

－
－

－

dsR

HOM
HOMHOM

HOM
HOMHOMMHln

lnMHlnVlnMH

⎟
⎠

⎞
⎟
⎠
⎞

⎟
⎠
⎞⎜

⎝
⎛⎟

⎠
⎞⎜

⎝
⎛×  

(28) 有効求人求職倍率 

  

(29) 一人当り時間当り雇用者所得 

  

(30) 一人当り個人企業者所得 

 

45.130.4987.0
)83.5(

1417.28)(
)13.3(

50971.1
)46.24(

660736.0
)64.9(

6997.42

2

1

＝＝＝

－－＋＋＝ －

dsR

URPCPCWWU
 

(31) 一人当り所定外労働時間指数（製造業） 

  

(32) 家計利子賃貸料・対家計民間非営利団体財産所得 

 

20.21.264995.0
)91.8(

664296.0)(
)98.4(

00404675.0
)65.0(

0487.54

2

1

＝＝＝

＋２＋＝－ －

dsR

YRHSMIYRH ×
 

(33) 家計配当 

  

(34) 民間法人企業所得（家計配当控除前） 

 

02.144.920946.0
)02.9(

581889

)(
)97.5(

02886361.0
)97.7(

612770.0´
)49.13(

534682.0
)16.3(
31.2280

2

1

＝＝＝

＋

－－＋＝－＋ －

dsR

ΔPJ

KPNIYWVACYC ×
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(35) 民間在庫品評価調整額 

 

59.238.475977.0

4100/)
8
1((

)49.42(
09825.1

)44.0(
2013.36

2

1

＝＝＝

＋＋＝－ －

dsR

KJPJPΔPJAP ××
 

(36) 民間法人企業在庫品評価調整額 

 
95.190.525959.0

)93.31(
821787.0

)83.1(
105.165

2 ＝＝＝

＋＝

dsR

APAC
 

(37) 民間法人企業税および罰金 

  

(38) 個人税および罰金・強制手数料 

  

(39) 間接税 

 
31.2030.0996.0

)96.4(
309554.0´

)62.15(
715292.0

)64.18(
21012.2

2 ＝＝＝

＋＋＝－

dsR

lnMlnVlnTI
 

(40) コール・レート 

 
14.1229.0990.0

)73.14(
621065.0

)97.10(
47468.1

)87.20(
46130.1

)58.7(
30114.5

2

1

＝＝＝

＋－＋＝ －

dsR

ICIINIC
 

(41) 全国銀行貸出約定平均金利 

 

28.1056.0932.0
)51.2(

0721257.0
)01.2(

0738656.0
)54.6(

235931.0
)24.6(

174850.0
)10.0(

000852411.0

2

3

21

＝＝＝

＋

＋＋＋＝

－

－－

dsR

ΔIN

ΔINΔINΔINΔI

 

(42) 銀行貸出増減 

 

64.124.1727858.0

)(
)76.2(

174.454)(
)60.3(

457580.0
)09.16(

36492.1
)24.1(

463.805

2

12

＝＝＝

－－－＋＋＝ －－

dsR

IICDNLNMQLF
 

(43) 現金通貨残高 

 
65.069.1985.0

)17.4(
1253750.0/

)39.17(
0870820.0

)29.8(
38285.9/

2 ＝＝＝

＋＋＝－

dsR

OPCYDPMCCS
 

(44) 純通貨（定期性預金）増減 

 
00.295.1127872.0

)12.1(
196690.0

)74.3(
380878.0

)12.3(
0999377.0

)22.0(
7569.93

2

1

＝＝＝

＋＋＋＝ －

dsR

MQLFSPMQ
 

(45) 預金通貨増減 

 

84.164.1270662.0

)(
)63.3(

322507.0
)67.2(

397575.0
)04.6(

627799.0
)74.0(

463.352

2 ＝＝＝

－－－＋＝－

dsR

DNLNMQLFMD
 

472003109750
(29.90)

0.890971))((
(4.96)

0.172137＋
(1.18)

143.793

2

1

... ＝＝＝

＋２－＋１＝－ －

dsR

TCDIRDIACYCRTC ××
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(2) 定 義 式 
(1) 名目民間最終消費支出 
 100/´ PCCC ×＝  
(2) 実質政府最終消費支出 
 100/´ ×PCGCGCG＝  
(3) 名目民間住宅投資 
 100/´ PHIHPIH ×＝  
(4) 名目民間企業設備投資 
 100/´ PIIPIP ×＝  
(5) 実質公的固定資本形成 
 100/´ ×PIGIGIG＝  
(6) 名目民間在庫投資 
 APPJKJPPJKJPJP －－＝ －－ 4100/)(´ 11 ×××  
(7) 名目公的在庫投資 
 AGPJGKJGPJGKJGJG －－＝ －－ 4100/)(´ 11 ×××  
(8) 輸出等 
 EOECE ＋＝  
(9) 名目輸出等 
 ´´´ EOECE ＋＝  
(10) 輸出等デフレータ 
 100×E/´EPE＝  
(11) 名目財貨輸出 
 100/´ PECECEC ×＝  
(12) サービス輸出・海外からの要素所得 
 100/´ ×PEOEOEO＝  
(13) 輸入等 
 MOMCM ＋＝  
(14) 名目輸入等 
 ´´´ MOMCM ＋＝  
(15) 輸入等デフレータ 
 100/´ ×MMPM＝  
(16) 名目財貨輸入 
 100/´ PMCMCMC ×＝  
(17) サービス輸入・海外への要素所得 
 100/´ ×PMOMOMO＝  
(18) 国民総生産 
 MEJGJPIGIPIHCGCV －＋＋＋＋＋＋＋＝  
(19) 名目国民総生産 
 ´´´´´´´´´´ MEJGJPIGIPIHCGCV －＋＋＋＋＋＋＋＝  
(20) GNPデフレータ 
 100/´ ×VVP＝  
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(21) 労働力人口 
 NLMNLFNL ＋＝  
(22) 男子労働力率 
 NMNLMRNLM /＝  
(23) 女子労働力人口 
 NFRNLFNLF ×＝  
(24) 就業者数 
 UNLL －＝  
(25) 雇用者数 
 LWFLWMLW ＋＝  
(26) 個人企業者数（含：家族従業者） 
 LWLLU －＝  
(27) 一人当り総実労働時間指数（製造業） 
 LWMHHM /＝  
(28) 一人当り所定内労働時間指数（製造業） 
 HOMHMHSM 07645.007645.1 －＝ ×  
(29) 完全失業率 
 100/ ×NLUUR＝  
(20) 一人当り雇用者所得 
 HMWHW ×＝  
(31) 雇用者所得 
 10/LWWYW ×＝  
(32) 個人企業所得 
 10/LUWUYU ×＝  
(33) 個人財産所得 
 DIYRHYR ＋＝  
(34) 個人可処分所得 
 TRPCSSTPSAGBSSYUYRYWYD －－－＋＋＋＋＝  
(35) 国民所得 
 YGYCYRHYUYWY ＋＋＋＋＝  
(36) 在庫品評価調整額 
 AGAPA ＋＝  
(37) 個人企業在庫品評価調整額 
 ACAPAU －＝  
(38) 民間在庫ストック 
 4/1 JPKJPKJP ＋＝ －  
(39) 公的在庫ストック 
 4/1 JGKJGKJG ＋＝ －  
(40) 租税総額 
 TITCTPTAX ＋＋＝  



 
 
 

附   録 

- 295 - 

(41) 国内需要 
 EMVVD －＋＝  
(42) 統計上の不突合 
 YSBTIDVSD －＋－－＝ ´  
(43) 固定資本減耗 
 DGDHDPD ＋＋＝  
(44) 民間企業固定資本減耗 
 41 ×× －＝ KPNDPDP α  
(45) 民間住宅固定資本減耗 
 41 ×× －＝ KHNDHDH α  
(46) 民間企業粗資本ストック 
 4/)(1 RIPKPKP －＋＝ －  
(47) 民間企業純資本ストック 
 4/)´(1 DPIPKPNKPN －＋＝ －  
(48) 民間純住宅ストック 
 4/)´(1 DHIHKHNKHN －＋＝ －  
(49) 個人貯蓄 
 ´CYDSP －＝  
(50) 個人貯蓄累積額 
 4/1 SPSSPSSP ＋＝ －  
(51) 民間法人企業貯蓄 
 TRCDITCYCSC －－－＝  
(52) 民間法人企業貯蓄累積額 
 4/1 SCSSCSSC ＋＝ －  
(53) 公的貯蓄 
 )´()( TRGSAGBSSSBCGCSSYGTAXSG ＋＋＋＋－＋＋＝  
(54) 公的バランス 
 )´´()( JGIGDGSGBG ＋－＋＝  
(55) 経常海外余剰（円建・実質） 
 MEBA －＝  
(56) 経常海外余剰（ドル建・名目） 
 36/)´´(. EXMEDBA ×－＝  
(57) 国民経常余剰 
 TRAMEBNC ＋－＝ ´´  
(58) 海外からのその他の純経常移転 
 TRGTRCTRPTRA －－＝－  
(59) 海外に対する債券の純増 
 TRACBNCBC ＋＝  
(60) 経常収支（ドル建） 
 36/. EXBCDBC ×＝  
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(61) 対外金融資産の純増 
 FLBCFA ＋＝  
(62) 現金通貨増減 
 4)( 1 ×－－＝ MCCSMCCSMCC  
(63) 預金通貨残高 
 4/1 MDMDSMDS ＋＝ －  
(64) 通貨（M１）増減 
 MDMCCM ＋１＝  
(65) 通貨（M１）残高 
 4/1 １＋１＝１ － MSMSM  
(66) 準通貨残高 
 4/1 MQMQSMQS ＋＝ －  
(67) マネー・サプライ（M２）増減 
 MQMDMCCM ＋＋２＝  
(68) マネー・サプライ（M２）残高 
 4/1 ２＋２＝２ － MSMSM  

変 数 記 号 表 
（*は外生変数，丸は原系列その他は季節調整済） 

記  号 名   称 単   位 

 
 
＊ 

 
 
 
 
 
 
 
 
＊ 

 
 
 
 
 
＊ 

 
＊ 

 
 
＊ 

 
＊ 
＊ 

A 
AC 
AG 
AP 
AU 
BA 
BA.D 
BC 
BC.D 
BG 
BNC 
BSS 
C 
C’ 
CF 
CG 
CG’ 
CSS 
D 
DG 
DH 
DI 
DN 
DP 
D 451 
D 452 

在庫品評価調整額 
民間法人企業在庫品評価調整額 
公 的 企 業     〃     
民    間    〃     
個 人 企 業     〃     
海外経常余剰（円建・実質） 
   〃   （ドル建・名目） 
海外に対する債券の純増 
経常収支 
公的バランス 
国民経常余剰 
社会保障給付 
民間最終消費支出（実質） 
    〃    （名目） 
家計飲食費 
政府最終消費支出（実質） 
    〃    （名目） 
社会保障負担 
固定資本減耗 
公的    〃 
民間住宅 〃 
家計配当 
日銀預り金増減 
民間企業固定資本減耗 
異常値ダミー 
   〃    

時価 10億円 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
45年価格，10億円 
時価 億ドル 
時価 10億円 
時価 億ドル 
時価 10億円 
  〃 
  〃 
45年価格，10億円 
時価 10億円 
45年価格，10億円 
    〃 
時価 10億円 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
45年４～６月＝１ 他は０ 
45年７～９月＝１ 他は０ 
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記  号 名   称 単   位 

 
 
 
 
 
＊ 
＊º 
＊ 
＊ 

 
 
 

º 
º 
 
＊ 

 
 

＊º 
 
 
＊ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

E 
E′ 
EC 
EC′ 
EO 
EO′ 
EX 
FA 
FL 
HM 
HOM 
HSM 
I 
IC 
IG 
IG′ 
IH 
IH′ 
IN 
IP 
IP′ 
JG 
JG′ 
JP 
JP′ 
KHN 
KJG 
KJP 
KP 
KPN 
L 
LF 
LN 
LU 
LW 
LWF 
LWM 
M 
M′ 
MC 
MC′ 
MCF 
MCM 
MCR 
MCC 

輸出等（実質） 
 〃 （名目） 
財貨輸出（実質） 
  〃  （名目） 
サービス輸出・海外からの要素所得（実質） 
        〃        （名目） 
円為替変動率 
対外金融資産の純増 
対外負債の純増 
一人当り総実労働時間指数（製造業） 
一人当り所定外  〃 
一人当り所定内  〃 
全国銀行貸出約定平均金利 
コール・レート 
公的固定資本形成（実質） 
    〃    （名目） 
民間住宅投資（実質） 
   〃   （名目） 
公定歩合 
民間企業設備投資（実質） 
    〃    （名目） 
公的在庫投資（実質） 
   〃   （名目） 
民間在庫投資（実質） 
   〃   （名目） 
民間純住宅ストック 
公的在庫ストック 
民間在庫ストック 
民間企業粗資本ストック 
民間企業純資本ストック 
就業者数 
銀行貸出増減 
日銀信用増減 
個人企業者数（含：家族従業者） 
雇用者数 
女子雇用者数 
男子雇用者数 
輸入等（実質） 
 〃 （名目） 
財貨輸入（実質） 
  〃  （名目） 
食料品通関輸入 
加工製品 〃 
原 燃 料 〃 
現金通貨増減 

45年価格，10億円 
時価 10億円 
45年価格，10億円 
時価 10億円 
45年価格，10億円 
時価 10億円 
 
時価 10億円 
  〃 
50年＝100 
  〃 
  〃 
％ 
％ 
45年価格，10億円 
時価 10億円 
45年価格，10億円 
時価 10億円 
％ 
45年価格，10億円 
時価 10億円 
45年価格，10億円 
時価 10億円 
45年価格，10億円 
時価 10億円 
  〃 
  〃 
  〃 
45年価格，10億円 
    〃 
１万人 
時価 10億円 
  〃 
１万人 
 〃 
 〃 
 〃 
45年価格，10億円 
時価 10億円 
45年価格，10億円 
時価 10億円 
45年価格，10億円 
  〃 
  〃 
時価 10億円 
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記  号 名   称 単   位 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊ 

 
 
 
＊ 

 
 
 
 
 
 
 
＊ 

 
 
 
 
 
＊ 

 
＊ 
＊ 
＊ 

 
 
＊ 
＊ 
＊ 
＊ 

 
 
 
 

MCCS 
MD 
MDS 
MH 
MO 
MO′ 
MQ 
MQS 
M 1 
M 1S 
M 2 
M 2S 
NF 
NL 
NLF 
NSM 
NM 
O 
P 
PC 
PCF 
PCG 
PE 
PEC 
PEIW 
PEO 
PH 
PI 
PIG 
PJ 
PJG 
PM 
PMC 
PMO 
R 
RNLF 
RNLM 
R 1 
R 2 
SAG 
SB 
SC 
SD 
SG 
SP 

  〃  残高 
預金通貨増減 
  〃  残高 
総実労働時間指数 
サービス輸入・海外への要素所得（実質） 
        〃       （名目） 
準通貨（定期性預金）増減 
     〃     残高 
通貨（M1）増減 
  〃   残高 
マネー・サプライ（M2）増減 
マネー・サプライ（M2）残高 
女子生産年齢人口 
労働力人口 
女子労働力人口 
男子労働力人口 
男子生産年齢人口 
鉱工業生産指数 
GNPデフレータ 
民間最終消費支出デフレータ 
家計飲食費デフレータ 
政府最終消費支出デフレータ 
輸出等デフレータ 
財貨輸出デフレータ 
世界工業品輸出価格指数 
サービス輸出・海外からの要素所得デフレータ 
民 間 住 宅 投 資デフレータ 
民 間 設 備 投 資   〃    
公的固定資本形成    〃    
民  間  在  庫   〃    
公  的  在  庫   〃    
輸    入   等   〃    
財  貨  輸  入   〃    
サービス輸入・海外への要素所得デフレータ 
民間設備除却 
女子労働力率 
男子労働力率 
法人一般税率 
法人配当軽課税率 
社会扶助金 
補助金 
民間法人企業貯蓄 
統計上の不突合 
公的貯蓄 
個人貯蓄 

  〃 
  〃 
  〃 
 
45年価格，10億円 
時価 10億円 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
１万人 
 〃 
 〃 
 〃 
50年＝100 
45年＝100 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
 
時価 10億円 
 
 
％ 
％ 
時価 10億円 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
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記  号 名   称 単   位 

 
 

＊º 
 
 
 
 

＊º 
＊ 
＊ 
＊ 
＊ 
＊ 
＊ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊ 

 
 
 
 
 
＊ 
＊ 

SSC 
SSP 
T 
TAX 
TC 
TI 
TP 
TPS 
TRA 
TRAC 
TRC 
TRG 
TRP 
TWM 
U 
UR 
V 
V’ 
VA 
VD 
W 
WH 
WU 
Y 
YC 
YD 
YG 
YR 
YRH 
 
YU 
YW 
αDP 
αDH 

民間法人企業貯蓄累積額 
個人貯蓄累積額 
タイム・トレンド 
租税総額 
民間法人企業税および罰金 
間接税 
個人税および罰金・強制手数料 
個人税累積減税額 
海外からのその他の純経常移転 
海外からの純資本移転 
民間法人企業からのその他の純経常移転 
公 的 部 門       〃      
個 人 部 門       〃 
世界輸入（日本を除く） 
完全失業者数 
完全失業率 
国民総生産（実質） 
  〃  （名目） 
有効求人求職倍率 
国内需要 
一人当り雇用者所得 
一人当り時間当り雇用者所得 
一人当り個人企業者所得 
国民所得 
民間法人企業所得（家計配当控除前） 
個人可処分所得 
一般政府財産公的企業所得（控除：一般政府支払財産所得） 
個人財産所得 
家計利子賃貸料・対家計民間非営利団体財産所得 
（控除：消費者負債利子・対家計民間非営利団体支払財産所得）

個人企業所得 
雇用者所得 
民間企業固定資本減耗率 
民 間 住 宅  〃 

  〃 
  〃 
41年＝４～６月＝１ 
時価 10億円 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
50年価格 億ドル 
１万人 
％ 
45年価格，10億円 
時価 10億円 
 
45年価格，10億円 
時価 1000円 
 
時価 1000円 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
  〃 
 
  〃 
  〃 
％ 
〃 
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第65号  （昭和52年２月） 
 〔分析〕 勤労者家計の消費関数の分析（古賀誠・藤中章三・原孝裕） 
第66号  （昭和52年３月） 
 〔分析〕 予算における意思決定の分析（野口悠紀雄・新村保子・内村広志・巾村和敏） 
第67号  （昭和52年４月） 
 〔分析１〕 賃金所得分配の分析（貝塚光雄・石山雪忠・石田祐幸） 
 〔分析２〕 金融のマクロ・モデルとクラウディング・アウト効果の計測（馬場孝一・藤井正志） 
第68号  （昭和52年10月） 
 〔分析〕 家計の資産需要方程式の計測（斎藤光雄・大鹿隆） 
第69号  （昭和52年11月） 
 〔分析〕 短期経済予測モデルＳＰ－18（馬場孝一・吉岡昭子・河出英治・新保生二・小峰隆夫・藤井正志・

松尾泰秀・前田大蔵・大平純彦） 
第70号  （昭和53年２月） 
 〔分析〕 労使組織と賃金（隆矢憲一・吉岡昭子・小西和彦） 
第71号  （昭和53年３月） 
 〔分析〕 地方財政における意思決定の分析（野口悠紀雄・新村保子・竹下正俊・金森俊樹・高橋俊之） 
第72号  （昭和53年８月） 
 〔分析〕 マネタリスト・モデルによるスタグフレーションの分析（新保生二・小西和彦・大平純彦） 
第73号  （昭和53年８月） 
 〔分析〕 予算編成のシミュレーション・モデル（野口悠紀雄・新村保子・竹下正俊・金森俊樹・高橋俊之） 
第74号  （昭和54年１月） 
 〔分析１〕 貯蓄行動の要因分析（斉藤光雄・大鹿隆） 
 〔分析２〕 資産選択の要因分析（斉藤光雄・大鹿隆） 
 〔分析３〕 消費支出と価格（斉藤光雄・松尾泰秀） 
第75号  （昭和54年６月） 
 〔分析〕 勤労者の定年退職後の生計収支の推計（丹羽清之助・佐々木展樹） 
第76号  （昭和54年８月） 
 〔分析１〕 わが国中小工業における企業移動の分析（楠田義・横倉尚・根来正人） 
 〔分析２〕 わが国製造業における参入障壁の分析（楠田義・池俊広・根来正人・横倉尚） 
 〔分析３〕 市場構造・行動・成果の同時決定モデルによる産業組織分析（楠田義・横倉尚・根来正人） 
 〔分析４〕 製造業の価格変動要因分析（楠田義・池俊広） 
第77号  （昭和54年９月） 
 〔分析〕 内部組織の状態空間モデル－公企業の動学的効率分析－（榊原英資・薬師寺泰蔵・新村保子・井上弘

光・山本裕一） 
第78号  （昭和54年10月） 
 〔分析〕 道路投資の動学的意思決定過程の分析（榊原英資・薬師寺泰蔵・新村保子・井上弘光・山本裕一・高

橋俊之） 
第79号  （昭和55年３月） 
 〔分析〕 労働力構造と就業行動の分析－個票による家計の就業行動の横断面分析－（島田晴雄・酒井幸雄） 
第80号  （昭和55年３月） 
 〔分析〕 世界経済モデルにおける貿易連関サブ・モデルについて（天野明弘・栗原英治・Lee Samuelson） 
第81号  （昭和56年３月） 
 〔分析〕 世界経済モデルにおけるアメリカ経済の短期予測モデル（天野明弘・貞弘彰・穴井二三徳・美添泰人） 
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